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1．はじめに 

 モルタル吹付工は法面保護工の一つとして昭和 40 年代以降非常に多く用いられてきたが、

施工から 30 年以上が経過し、経年劣化による老朽化が顕著になってきている。そのため、

点検や補修工事等の維持管理に多くのリソース(人や金)を割いているのが現状である。 

 本稿は、新技術によるモルタル吹付工の補修工法を紹介するものである。 

 

2. モルタル吹付工の老朽化 

 モルタル吹付工の老朽化による変状は、亀裂(写真-1)や剥離(写真-2)といったものが代

表的である。これらが進行し、法面保護機能に問題があると判断されると補修工事が必要と

なる。しかし、抜本的な更新方法(以下従来工法)にはいくつかの難点がある。 

 

 

 

 

 

 

 

        写真-1 亀裂               写真-2 剥離 

 

3. 従来工法の問題点 

 従来工法は既設モルタルの剥ぎ取りが必要となり、以下のような問題点が存在する。 

 (1)重機利用による事故等のリスク 

 (2)モルタル片の飛散や、落石・表層崩壊が起きるリスク 

 (3)大規模な仮設防護柵を設置する必要がある 

(4)仮設防護柵により施工ヤードが制限されることによる施工性の悪化 

(5)剥ぎ取った既設モルタルを産業廃棄物として処理する必要がある 

  

(1)～(2)といった災害リスクに加え、(3)～(5)は工期やコストに悪影響を与えることに



なる。 

 

4. 新技術『のリフレッシュ工法』の紹介 

のリフレッシュ工法は表面被覆工の一つで、既設モルタルを樹脂で覆うことで劣化を抑

制する工法である。(写真-3) 

この工法は樹脂を 2mm 厚で吹き付けるため(写真-4)従来工法に比べて容易かつ速く施工

でき、重機や大規模な仮設防護柵を必要としないため事故リスク軽減や工期の短縮、コスト

カットが見込める。加えて産業廃棄物がほぼ発生しないため、環境負荷の軽減を図ることが

できる。 

また、国土交通省の新技術情報提供システム（NETIS）に掲載されており、公共工事入札

時に加点が付く利点がある。 

 

 

 

 

 

 

 

       写真-3 施工例             写真-4 吹付状況 

 

その他、のリフレッシュ工法の諸元を表-1に示す。 

表-1 のリフレッシュ工法の諸元 

 

 

 

 

 

※新技術のため経年的な確認は取れていない 

 

5．他工法との比較 

モルタル吹付工の補修・補強には従来工法のほか、繊維補強モルタル吹付工という工法が

耐用年数 10年相当※

靭性・追従性
ひび割れ追従性　：10mm以上
付着強さ　　　　：1.0N/mm2以上
押し抜き試験結果：変位45mm以上で1.5kN以上

施工実績 全国23例(令和5年4月現在)

景観性 トップコート剤の色彩や艶の有無が選択可能



存在する。 

繊維補強モルタル吹付工は、モルタルに有機短繊維を混ぜた吹付材を既設モルタルの上

に吹き付けることで、法面保護機能の回復を行う工法である。 

この工法は既設モルタルの剥ぎ取りが不要で、従来工法に比べ工期短縮やコストカット

を図ることができ、地山の補強効果も期待できる。 

しかし、吹付の際にリバウンド(付着せず跳ね返ること)した吹付材を産業廃棄物として

処理する必要があり、さらに施工後に短繊維が流出する事例(写真-5,6)が確認されている

ため、環境への悪影響が懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5 吹付工表面に露出した短繊維     写真-6 流出し法尻部に溜まった短繊維 

 

のリフレッシュ工法と繊維補強モルタル吹付工、従来工法との比較表を表-2 に示す。 

なお、のリフレッシュ工法と繊維補強モルタル吹付工の比較条件を統一するため、空洞充

填工の費用については除外している。 

表-2 比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 上記のように、のリフレッシュ工法は従来工法に比べ安全で工期やコストカットが見込

め、繊維補強モルタル吹付工との比較では環境負荷の面で優位であることが分かる。 

 

6. 施工事例と評価 

のリフレッシュ工法は表面被覆工であるため単体では地山の補強効果は見込めず、施工

実績は全国で 23 例（令和 5年 4 月現在）と少ないが、施工の拡張性に優れており、状況に

合わせて空洞充填工や鉄筋挿入工の併用など柔軟な工種の取捨選択が可能である。 

 

7. 結論と今後の展望 

のリフレッシュ工法は施工時のリスクを低減し、工期の短縮やコストカットを図ること

ができ、施工者は安全に、発注者は早く安価に施工が可能である。加えて環境への悪影響も

少ないため、施工性や環境への配慮が求められる現代の工事において、非常に有用な選択肢

となると考える。 

 


